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１章　66歳以降の就業希望とニーズのマッチング状況 1

１.　はじめに

今後、日本社会では一層の少子化が進み、企業間の若年者の採用競争は厳しさを増すことが

予想される。人員不足を、基幹労働力として活用してきた 60歳以降の社員の戦力化で補う方

法は、技能向上や組織文化の学習に係る費用を大きく節約できるため、企業の合理的な選択と

なりえる。実際に企業は、今日に至るまで、漸進的に 60～ 64歳までの社員の戦力化を進めて

きた。また、65歳以降の社員を雇用する場合には 65歳を節目に社員の職業能力や労働意欲は

大幅に低下するわけではない。このため、健康状態や仕事以外の生活に配慮すれば、60歳代

後半層（以下、「66歳以降」と記述）の活躍も十分に期待できる。

本書Ⅱ部では、高齢社員の 66歳以降の希望や、現在勤務する会社における就業の見通しを

捉えた。66歳以降の労働条件について会社からの十分な説明がないなかで、66歳以降のキャ

リアの見通しを立てている実態が垣間見えた。現状では、労使協定や就業規則等で定める雇用

上限年齢を超えて雇用する企業も多い 2。60歳以降の社員は、先輩の前例や雇用慣行（労使協

定や就業規則等とは異なる）の情報から66歳以降の期待を形成していることがうかがえる。一方、

66歳以降の働き方は、59歳以下の正社員時代と異なり、仕事中心の生活からそれ以外の生活

の重視へとゆるやかにシフトする。したがって、働く側の 66歳以降の就業継続意思は、企業

からの要請と働く側の希望が適合するか否かに大きく規定されることが予想される。

そこで本章では、Ⅱ部「集計結果概要」で紹介した調査データ（以下、「個人調査」と記述）から、

①企業からの期待や働く側のニーズと、②就業希望先の組織、との関係を捉えることにしたい。

①と②の各々の結果は、Ⅱ部「集計結果概要」の「5.  66歳以降の就業希望」にて既に紹介

している。そのため本章では、①と②の両者の関係を端的に紹介することに留めたい。

２.　データセット

本章で紹介する対象者は、66歳以降の就業について「今の会社・関連会社で働きたい」と「今

と異なる会社で働きたい」、「上記以外の組織で働きたい」とする回答者とした。更に、多変量

解析で用いる説明変数と統制変数（年齢、業種、規模、職種、雇用上限年齢、職位の変化、満足度、

1  執筆者は、鹿生治行（事務局）である。
2  大木（2023）では、企業調査から雇用上限年齢が 65歳以下の企業であっても、65歳以降の社員（59歳
以下は正社員であり、65歳以降も雇用される社員）が在籍する企業は、68.0％を占めることを紹介している。

個別論考

Ⅲ
部
　
個
別
論
考



健康状態、66歳以降の仕事から月に必要な収入）の回答がある 576件に限定した。

３.　会社からの期待

（１）分析方法と結果

会社が 66歳以降に求める働き方の設問のうち、労働時間（Q84－ 1）と勤務地（Q84－ 2）、

仕事と休みのバランス（Q84－ 3）、期待役割（Q84－ 4）、能力向上の要請（Q84－ 5）、仕事

と収入のバランス（Q84－ 6）を説明変数に用いた。被説明変数は、66歳以降の就業希望先で

ある。変数の作成方法は、図表Ⅲ―1－ 1に示すとおりである。

図表Ⅲ－ 1－ 1　説明変数と統制変数
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66歳以降の就業希望を従属変数とする多項ロジスティック回帰分析の結果は、図表Ⅲ－ 1

－ 2である。（今の会社と関連会社での就業希望と比べ）今と異なる会社で働く希望と負の関係

にあるのは、「（会社）勤務地の限定」（B＝－ 0.571, p＜ 0.01）、「（会社）勤務日の多さ」（B＝

－ 0.255, p＜ 0.1）、「（会社）仕事上の責任増加」（B＝－ 0.355, p＜ 0.1）。一方、正の関係にあ

るのが「（会社）能力開発の要請なし」（B＝ 0.204, p＜ 0.1）。次に、それ以外の組織で働きた

いと負の関係にあるのは、「（会社）勤務地の限定」（B＝－ 0.559, p＜ 0.01）、「（会社）仕事上の

責任増加」（B＝－ 0.470, p＜ 0.05）である。正の関係にあるのは「（会社）労働時間の少なさ」（B

＝ 0.478, p＜ 0.01）である。

図表Ⅲ－ 1－ 2　会社の期待と就業希望

（多項ロジスティック回帰分析　ref. 今の会社・関連会社で働きたい）

注 1）***： p＜ 0.01, **：p＜ 0.05, *：p＜ 0.1
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（２）含意

今働いている企業が、66歳以降に求める働き方として、労働時間が短い場合、勤務日が少

ない（休日を重視する）場合、能力開発を期待しない場合、仕事の責任を減少させる場合には、

今の会社（関連会社も含む）で働くことを希望する確率は低くなる。「Ⅱ部　集計結果概要」で

言及したように、働く側は 66歳以降も活躍を希求する。66歳以降にも今の会社（または関連

会社）での活躍が予想できる場合に、その会社での就業継続意思が高くなる。したがって、66

歳以降の就業希望率を高めるためには、企業は 66歳以降の社員を戦力化する方針を持ち、人

事施策を整備することが望ましい。

一方、高齢社員は 66歳以降に 59歳以下の正社員と同様に仕事中心の生活を求めているわけ

ではない。66歳以降の社員に転勤のある配置・異動管理を適用する場合、就業継続意思を低

下させる。したがって、企業が 66歳以降の人材活用を進める場合には、異動範囲を限定した

配置・異動管理を選択することが望ましい。

４.　会社からの期待と個人ニーズと適合状況

（１）分析方法と分析結果　

現行法では 65歳以降から 70歳までの就業確保は努力義務であるため、65歳以前と比べて

66歳以降の就業機会は制限される傾向がある。企業が 66歳以降も雇用する機会を設けていた

としても、働く側の就業ニーズに企業側の要請が適合しない場合には、働く側は当該企業での

就業を断念する可能性がある。働く側が両者は一致するという期待を持つと、66歳以降の就

業継続意思は高くなることが予想される。両者の適合状況は、高齢社員の就業継続意思を予測

する（変数になる）ことが考えられる。

一方、働く側の就業ニーズと企業側の要請が一致しない場合であっても、高齢社員の就業継

続意思が高くなる可能性もある。人はある基準点からの変化で、富の価値を決める（Tversky 

& Kahneman, 1981）。この効用計算を前提とすれば、働く側のニーズを基準（参照点）として、

企業側から提供される資源が多く、企業側が働く側に多くの配慮を行っていると認識すれば、

高齢社員の就業継続意思は高くなることも予想される。しかし、高齢社員は、（企業側が提示する）

どのような対策を特別の配慮と受け取るのだろうか。これは、不明である。以上の問題関心から、

本節では、企業側の要請と個人の希望の適合状況に注目し、就業継続意思との関係を分析する。

最初に、66歳以降の就業継続意思を被説明変数とした多項ロジスティック回帰分析の結果

を示したのが、図表Ⅲ－ 1－ 3である。企業の要請と個人の希望が一致する場合を基準として、
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希望の差異と就業継続意思との関係を紹介する。

第一は、（今の会社と関連会社での就業希望と比べ）今と異なる会社で働く希望である。この

希望と負の関係にある項目は、次の 2つである。一つは、労働時間（1日の労働時間）のギャッ

プ（「G労働時間」）である。（ニーズが適合する場合と比べて）個人の方が希望する労働時間が

長い場合（会社＞個人：個人の長時間化）には、表頭の希望先と負の関係がある（B＝－ 0.888, 

p＜ 0.05）。もう一つは、勤務日のギャップ（「G勤務日」）である。個人のニーズよりも企業の

勤務日が短い場合（会社＞個人：企業の短日数化）には、表頭の勤務先と負の関係がある（B＝

－ 0.869, p＜ 0.1）。

一方、表頭の勤務先と正の関係にある項目は、次の 2つである。一つは、労働時間（1日の

労働時間）のギャップ（「G労働時間」）である。（ニーズが適合する場合と比べて）企業の方が

長い（会社＜個人：企業の長時間化）場合には、表頭の勤務先と正の関係がある（B＝ 0.459, p

＜ 0.1）。もう一つは、勤務地のギャップである（「G勤務地」）。企業の方が異動範囲を広くする

場合（会社＞個人：企業の範囲拡大）には、表頭の希望先と正の関係がある（B＝ 1.011, p＜ 0.05）。

図表Ⅲ－ 1－ 3　働き方の適合状況と就業希望

（多項ロジスティック回帰分析　ref.今の会社・関連会社で働きたい）

注 1）***： p＜ 0.01, **：p＜ 0.05, *：p＜ 0.1
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第二は、それ以外の組織で働く希望である。この希望と正の関係にある項目は、次の 3つで

ある。最初は、労働時間（1日の労働時間）のギャップ（「G労働時間」）である。（ニーズが適

合する場合と比べて）企業が長い時間を求める場合（会社＜個人：企業の長時間化）には、表頭

の希望先と正の関係がある（B＝ 0.660, p＜ 0.05）。次は、能力向上のギャップ（「G能力向上」）

である。企業が研鑽を志向する場合（会社＞個人：企業の研鑽志向化）には、表頭の希望先と

正の関係がある（B＝ 1.005, p＜ 0.01）。最後は、仕事の責任のギャップ（「G仕事の責任」）で

ある。企業が仕事上の責任を軽減し、収入を抑える場合に、表頭の希望先と正の関係がある（B

＝ 0.451, p＜ 0.1）。

（２）要点と解釈

注目すべき結果は、次の 3点である。第一は、仕事上の責任の適合状況である。個人の希望

よりも、仕事上の責任が軽減され、収入が抑制される見込みがあると、自社（グループ企業も含む）

での就業継続意思は低くなる。「Ⅱ部　集計結果概要」にて紹介したように、66歳以降も働く

ことを希望する場合には、活躍することを求める。就業継続意思が低下する理由は、仕事の責

任が企業の過少要求である場合、活躍の見込みは薄いと判断することにあると思われる。

第二は、勤務日の適合状況である。勤務日について、企業と個人のニーズが適合する場合と

比べ、企業が休む日を多く求める場合には、66歳以降の就業継続意思は高くなる。企業の勤

務日の過少要求の状態は、高齢社員は自身の希望よりも会社が休みを多く設定する状態である。

この状態では高齢社員は、66歳以降に（も）自身の健康状態や仕事以外の生活に配慮したマネ

ジメントを選択すると考えているのかもしれない。実際に、藤本（2022）では会社側の健康の

配慮と 60歳代前半層の職務満足度に正の関係を捉えている。企業の勤務日の過少要求を高齢

社員は企業の特別な配慮と受け取るため、66歳以降の就業継続意思は高くなることが考えら

れる 3。

第三は、勤務地と労働時間、能力向上の適合状況である。この 3つの項目では、企業の過剰

要求がある（または予想される）場合に、66歳以降の就業継続意思は低くなる。高齢社員は活

躍を希求する存在であるとはいえ、66歳以降は仕事以外の生活にややシフトする。異動範囲

や労働時間が想定を超える場合、高齢社員はその志向が実現できないと捉えるのかもしれない。

また、高齢期の能力開発の課題には、①（高齢期になると努力と学習成果との関係が弱まるために）

学習過程で自己効力感が低下し、自己概念を否定しかねないという心理的な課題、②投資費用

3  ただし、藤本（2022）では、66歳以降も同じ会社で働くことへの明確な就業意思の有無と、健康への配
慮は無相関であった。
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を回収する期間が十分に確保できない、または収入増に繋がらない経済的な課題、などがある。

個人の希望を超えた能力向上への要請がある場合には、心理的・経済的な課題が意識されるた

め、高齢社員は就業継続を躊躇することが考えられる。

５.　最後に―含意

今後、企業では人員の確保のため、66歳以降社員の積極的な活用が必要になることが予想

される。長期間、同じ企業で活躍した人員の定着を図ることが望ましい。そこで本章では、個

人調査のデータを用いて、66歳以降も働くことを希望する人たちが、66歳以降も同じ企業（グ

ループ企業も含む）での就業を希望するのか否か、を検討した。説明変数として注目したのは、

①現在の勤務先における 66歳以降の働き方の要請（の見込み）、②働く側の希望と企業側の要

請との適合状況、である。

3節の分析結果が示すように、66歳以降社員の定着を図るには、企業は勤務地を限定した戦

力化を選択し、活躍を実現する人事施策を整えることが望ましい。一方、66歳以降の就業志向は、

仕事中心の生活から仕事以外の生活に若干シフトする（「Ⅱ部　集計結果概要」参照）。年齢の

上昇に反比例し、経済的な必要性から働かざるを得ない人は減少する。このため、4節の分析

結果が示すように、企業が 60歳代後半層に個人の希望を超えて会社中心の生活を求める場合

には、働く側はその要請に合わせるのではなく、離職しようとする。

具体的には、勤務地や労働時間、能力向上に対する、企業側の期待が過大である場合、就

業継続意思は低下する。勤務地や労働時間の過大要求は仕事以外の生活に支障を来し、能力向

上の要請は上述した心理的・経済的課題を高齢社員に意識させる可能性がある。企業が 60歳

代後半層の人材活用を進めようとすれば、60歳代後半層の戦力化の方針を明示するとともに、

労働条件を事前に伝え、労使で労働条件の意向を確認し、調整する機会を用意することが望ま

しい対策となる 4。同時に、高齢社員が考える以上に、企業は 66歳以降社員の仕事以外の生活

を尊重し、健康に配慮することも必要である。

4  資料シリーズ 6『高齢期の人事戦略と人事管理の実態－60歳代後半層の雇用状況と法改正への対応－』の
調査結果によれば、65歳以降社員が在籍する企業のうち、65歳以降には労働条件を「十分に説明している」
が 66.9％を占め、「ある程度説明している」を加えると 95.3％の企業が説明していると答えている。労働条
件を調整する機会があるかは不明である。60歳代前半層で、人事部や経営層と労働条件を相談・調整する機
会がある企業が 46.5％に留まるため、65歳以降も調整の機会がある企業は限定的であることが予想される。
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